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人文社会ビジネス科学学術院

人文社会ビジネス科学学術院 ビジネス科学研究群 経営学学位プログラム 【博士前期課程】
※本学位プログラムは，令和元年度以前の「ビジネス科学研究科経営システム科学専攻（博士前期課程）」に相当します。
　過去の修了状況については，当該専攻の情報を用いています。
　Webサイト　https://www.gssm.otsuka.tsukuba.ac.jp/

経営学とアナリティクスの融合を目指して
　情報技術が社会の隅々にまで浸透したことにより，ビジネス環
境も大きく変わりつつあります。経営学学位プログラムでは，経営
戦略・組織論，マーケティング，会計，ファイナンスなど経営学のコア
領域に，現在のビジネスで必須となりつつある統計科学，オペレー
ションズリサーチ等の数理科学，および人工知能，データマイニン
グ，エージェントベースシミュレーション，知識工学等の情報科学な
ど分析基盤となる領域を加えた幅広い教育を実践しています。

教育・研究プログラム
　本プログラムのカリキュラムは，各領域の基礎から応用への階層
と領域間の関連性を考慮して体系化されていますので，特定の領域
を集中的に学習したり，複数の領域を横断的に学習したりするなど，
各自の関心やニーズに応じた柔軟な選択が可能です。
　修士論文では，学生が考えるビジネス上の課題をテーマとして，
コースワークやゼミで修得した理論や技術を活用しながら研究を行
います。研究活動を通して，課題の発見から解決までを具体的に経
験することで，実践的な思考力や分析力を修得することができます。

専門性を高めるコース選択
　学生は自らの興味関心，職業上の必要に応じて，次の５つの専門
コースから希望のコースを選択できます。
　1. 企業関係法コース
　2. 国際ビジネス法コース
　3. 知的財産法コース
　4. 社会・経済法コース
　5. 税法コース

修士論文の作成
　問題の焦点を明確に定めて取り組みつつ，各専門分野における教
員から指導・アドバイスを受けることで,高い質の研究成果を得るこ
とができます。

専門コース制
　法学を学ぶ上で基礎となる文献学や比較法といった共通専門科
目に加え，上記のとおり，社会的ニーズと学問的特性にあわせて履
修の重点領域を設定した専門のコース制の下で，重点的・効率的な
履修が可能です。

マンツーマン体制による指導
　１年次の春までに，各学生が入学時に研究計画等で示した研究
テーマにもっとも近い専門領域の指導教員を決め，各指導教員が
学生の指導を個別に行います。科目の履修選択にあたっても，指
導教員によるアドバイスも受けながら，各自のニーズに応じた履修
計画を作成できます。

修士論文中間報告会
　2年次の秋には，学生と教員が原則として全員出席して,研究の進
捗状況についての指導と,より上質な修士論文作成に向けての意見
交換を行います。

教育体制
○カスタマイズ教育
　修士論文研究の課題に応じたカリキュラム作成を指導教員がサ
ポートします。
○少人数教育
　少人数のクラスとゼミできめ細やかな教育・研究指導を実践して
います。
○短期間での単位取得が可能
　各科目（1単位）は，75分×10コマ（週）です。多忙な社会人学生
に配慮して，多くの講義は，１日に２コマ分を連続して講義するの
で，５週間で単位取得が可能です。

研究指導体制
○教員グループによる指導
　主たる指導教員を含む複数人の教員グループが，修士論文研究
の指導にあたります。
○ステージ制
　「概要発表（研究計画）」「中間発表」「最終発表」などからなるス
テージ制を導入しています。ステージ毎に達成すべき目標が設
定されていますので，修士論文研究の進捗を能動的に管理する
ことができます。
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令和5年度入学者／32名（男性25名，女性7名）

経営システム科学専攻

経営学学位プログラム

企業法学専攻

②出身学部等

③勤務先状況

特色・領域 応募状況

修了状況

入学者関係データ

教育方法

商学（2人）

経済学・経営学
（8人）

工学（4人）
法学（4人）

教育（2人）

文学・国際（3人）

運輸・交通・電力・ガス（1人）

流通・商社（1人） IT・ソフトウェア・
通信（7人）

製造業（4人）
医薬品・医療機器関連（1人）

コンサルティング・
シンクタンク（3人）
小売（1人）

その他（7人）

医療・福祉（1人）

領　域

①年齢分布（平均年齢36.9歳）

40-49歳（6人）

教養（2人）

国際機関・官公庁・団体（1人）

②出身学部等

③勤務先状況

商学（3人）

法学（6人）

経営・経済学
（4人）

その他（14人）

国際機関・官庁・
公共団体（3人）

IT・ソフトウェア・
通信（2人）

金融・保険・証券
（3人）

税理士・会計・
法律事務所（8人）

①年齢分布（平均年齢48.9歳）

22-29歳（1人）

30-39歳（7人）
60-69歳（3人）

その他（7人）

製造業（2人）

40-49歳（7人）

70歳以上（2人）

50-59歳（7人）

○内は，外国人をそれぞれ内数で示す。
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人文社会ビジネス科学学術院 ビジネス科学研究群 法学学位プログラム 【博士前期課程】
※本学位プログラムは，令和元年度以前の「ビジネス科学研究科企業法学専攻（博士前期課程）」に相当します。
　過去の修了状況については，当該専攻の情報を用いています。
　Webサイト　https://www.blaw.gsbs.tsukuba.ac.jp/

　現代経済社会においては，企業をめぐる法律問題に関し，高度の
専門能力及び，高度な視点からの問題解決能力を有する人材が
益々必要になっています。本プログラムでは，独自の教育体制によ
り，専門分野の拡大・深化を通じて，このような企業法学分野におけ
る高度専門職業人の養成を図ることを目標としています。
　具体的には，法学を学ぶ上で基礎となる文献学や比較法といっ
た共通専門科目に加えて，社会的ニーズと学問的特性にあわせて
履修の重点領域を設定した専門コース制の下での重点的・効率的
な履修を可能とすることにより，多岐にわたる企業法学分野におけ
る高度専門職業能力を効率的に涵養することを目指しています｡
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令和5年度入学者／27名（男性18名，女性9名）

特　色 応募状況

修了状況

入学者関係データ

教育方法
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令和2年度 令和3年度

1816
令和3年度 令和4年度

2
令和4年度

231
令和2年度 令和3年度

3121
令和3年度 令和4年度

0
令和4年度

法学学位プログラム（博士前期課程）

不動産・建築（3人）

金融・保険・証券（7人）教育（2人）

30-39歳（14人）

22-29歳（8人）
50-59歳（4人）

経　営 マーケティング 会　計 ファイナンス
コア領域

統計科学 数理科学 情報科学
基盤科学技術

コンサルティング・
シンクタンク（2人）



国際機関・官公庁・
団体（2人）
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人文社会ビジネス科学学術院

人文社会ビジネス科学学術院 ビジネス科学研究群 経営学学位プログラム 【博士後期課程】
※本学位プログラムは，令和元年度以前の「ビジネス科学研究科企業科学専攻システムズ・マネジメントコース（博士後期課程）」に相当します。
　過去の修了状況については，当該専攻の情報を用いています。
　Webサイト　https://www.gssm.otsuka.tsukuba.ac.jp/

　今日企業は，外においては経済のグローバル化，社会との複雑な
利害関係，また内においては柔軟な組織構成，急速に進歩する情報
技術の取り込みが求められ，これまでになく複雑かつ高度な『新た
な課題』に直面しています。
　これらの企業と社会システムの相互作用の中で生じるビジネス
の諸問題を研究対象として，２０単位のコースワークと６ステージの
論文指導によって，有職社会人が博士の学位を取得することを目指
すプログラムです。

　経営学とアナリティクスの融合を目指して，経営戦略，組織論，マー
ケティング，会計，ファイナンスなど経営学のコア領域に加え，現在の
ビジネスにおいて必須となりつつある統計科学，オペレーションズリ
サーチ等の数理科学，および人工知能，データマイニング，エージェ
ントベースシミュレーション，知識工学等の情報科学など，幅広い領
域で専門性の高い教育を実践しています。伝統的な経営学と先端
技術を融合することで，ビジネスの諸問題を対象として，分野横断的
かつ体系的な経営科学・数理・情報・システム科学の知識・思考にもと
づく分析・設計手法を駆使した教育・研究を行っています。

　講義・演習方式のコースワーク（２０単位以上）と６ステージの論
文指導からなります。博士前期課程において，博士論文の研究に
必要な基礎知識を網羅的に学習していることを前提として，コース
ワークによって博士論文の研究に必要な専門知識をさらに深める
ことが可能となっています。また，実際の企業経営者による講義に
接することも社会人大学院の特徴です。
　入学後，指導教員（主指導）を選び，最低２人の副指導とともに（複
数指導制）研究指導を受けます。博士論文の作成は，“研究計画”，
“サーベイ論文”，“中間論文”等々と続く６ステージを段階的に進む
ことになります。各ステージで，指導教員のみならず多くの教員から
コメントを得，論文を改訂して行きます。学生の負担は少なくありま
せんが６ステージを経て完成された博士論文には積極的に博士号
を与えています。
　１９９８年に最初の課程博士を送り出して以来，これまで多くの起
業家や大学教員を輩出しています。

共同指導体制
　社会人を主な対象とする博士課程であることから，ともすると狭い研
究領域に没頭しがちであるので，広い高度の知識と総合的な判断力を
有する高度の専門職業人の養成を目標として，指導教員による個別指
導に加えて,教員全員による共同指導体制をとっています。また，学生の
個別事情に応じて，できる限り弾力的な履修指導が提供されます。

論文作成の進行管理
　時間的制約の大きい社会人学生が最終的な研究成果である博士
論文を３年間で完成させるためには，当面の目標をはっきりさせつつ
順次進んでいくことが必要です。そのため，論文作成のステップを明
確に細分化して，各ステップごとの指導の区切りをつける意味で定期
的に「中間報告会」を開催し全教員による共同指導を実施していま
す。法学学位プログラム（博士前期課程）と同じように，「問題解決型」
の教育を行い，創造的な学問を行うことを目指しています。
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令和5年度入学者／14名（男性12名，女性2名）

②出身学部等

③勤務先状況

応募状況

修了状況

入学者関係データ

教育方法

経営学・商学系
（12人）

人文系（1人）

通信・マスコミ（2人）

情報・ソフトウェア
（1人）

官庁・公共団体
（1人）

コンサルティング
（1人）

研究・教育（2人）

領　域

①年齢分布（平均年齢42.7歳）

30-39歳（2人）

40-49歳（7人）

50-59歳（3人）

製造業（3人）

金融・保険・証券
（4人）

公衆衛生（1人）

25-29歳（2人）

②出身学部等

③勤務先状況

法学系（3人）

法律・会計・税理士
事務所（1人）

①年齢分布（平均年齢47.5歳）

40-49歳（3人）

50-59歳（1人）

その他（1人）

教育（1人）

人文社会ビジネス科学学術院 ビジネス科学研究群 法学学位プログラム 【博士後期課程】
※本学位プログラムは，令和元年度以前の「ビジネス科学研究科企業科学専攻企業法コース（博士後期課程）」に相当します。
　過去の修了状況については，当該専攻の情報を用いています。
　Webサイト　https://www.blaw.gsbs.tsukuba.ac.jp/

　今日の企業は，事業活動のグローバル化，社会の高度情報化，価
値観の多様化等に伴って，様々な法的課題に直面しており，これら
の法的課題の本質を的確に把握し，求められる解決策を提示でき
る人材の育成が急務になっています。すなわち，実務経験を背景と
した広い視野と知識に加えて，法に関する深い専門的知見が必要
であり，社会人を対象とした大学院レベルでの高度な法学専門教
育へのニーズは益々高まっているといえます。
　本プログラムでは，実務と研究の相互作用を重視し，国際的な視
野に立って専門の研究分野を深めるという方針の下，外国法に関す
る研究をベースとしながら，多様な法的課題に対応した研究領域を
通じて多角的視点から追求する場を提供します。

令和5年度入学者／4名（男性3名，女性1名）

特　色

領　域

特　色 応募状況

修了状況

入学者関係データ

教育方法

　主な研究領域は次のとおりです。
●企業のグローバル化分野
　アメリカ法，イギリス法，フランス法，ドイツ法，アジア法，外国会社
法，国際租税計画，ドイツ法原典講読，イギリス法原典講読，フラン
ス法原典講読，ｲﾀﾘｱ法原典講読，米国民事訴訟法，ドイツ民事訴訟
法，ヨーロッパ外書講読,ドイツ法判例講読，国際取引と国際私法，
外国証券法特殊講義，外国資本市場法 
●企業組織と金融分野
　現代株式会社法，国際会社法，現代信託法，比較金融法，現代契約
法，企業組織再編と法、現代民事金融法
●情報テクノロジーと企業分野
　知的財産法による情報財保護，電子社会と法，現代知的財産法，
企業ノウハウと従業員，欧米知的財産法，アメリカ知的財産法，比
較知的財産法，知的財産法の現代的課題,外国知的財産法
●社会・経済法分野
　市場経済と競争法，比較労働法の基礎，現代社会保障法
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令和2年度 令和3年度

1
令和4年度

68
令和2年度 令和3年度

2
令和4年度

20
令和2年度 令和3年度

0
令和4年度

※令和2年度以降入学者の取得学位は「経営学」となります。

博士（システムズ・マネジメント）

博士（経営学）

企業科学専攻/企業法コース

経　営 マーケティング 会　計 ファイナンス
コア領域

統計科学 数理科学 情報科学
基盤科学技術


